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2026 年度 

東京都北区ＩＴ・ＩｏＴ導入チャレンジ支援事業 

《募集要項》 
 

【補助対象期間】 

２０２６年４月１日（水）～２０２7 年２月２６日（金） 

 

 

当支援制度は、予め IT・IoT相談員に申請内容を事前相談のうえご利用いただきます。 

 

当制度の要件等をよくご確認いただき、事前相談の際にご提示いただく取組内容のわ

かる資料及び見積書のご用意が完了してからお申し込みください。 

 

事前相談（必須）は毎週火曜日の午後となります。 

 

下記北区ホームページの URL から申込フォームにてお申し込みください。 

申請書類につきましてもご確認いただけます。 

※ＵＲＬ 

https://www.city.kita.lg.jp/business/industry/1011356/1011509/1011

519.html 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

東京都北区産業経済文化部 

産業振興課商工係 
 

〒１１４－８５０３ 

    東京都北区王子１－１１－１北とぴあ１１階 

ＴＥＬ：０３－５３９０－１２３５ 

ＦＡＸ：０３－５３９０－１１４１ 
 

 

https://www.city.kita.lg.jp/business/industry/1011356/1011509/1011519.html
https://www.city.kita.lg.jp/business/industry/1011356/1011509/1011519.html
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１ 事業内容 

  区内中小企業者が労働生産性の向上のために IT・IoT 等を導入する費用の一部を補助し

ます（設備投資・開業・運転資金を目的とした制度ではありません）。 

 （本事業における IT・IoT 等とは、労働生産性の向上のため、文書管理や生産設備の状態

管理等の役割を情報通信技術を用いて行うソフトウェアや、ネットワークに接続された

センサーやカメラ等の情報通信が可能な「モノ」及びそれらの「モノ」が送受信するデ

ータを収集、分析、見える化等を行って労働生産性を向上させるシステムのことを言い

ます。） 

  

２ 補助対象事業 

 補助対象事業は以下のとおりです。 

（１）IT・IoT 等の導入によって労働生産性の向上が見込まれ、自社において必要なソフト

ウェア等を選定している取組 

（２）IT・IoT 等を導入し、2026 年 4 月 1日から 2027 年 2月 26日までに経費の支出

を行う取組 

（３）同一の IT・IoT 等を対象として、他の補助事業で経費の補助を受け、または交付決定

を受けていない取組 

 

３ 補助対象者 

中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154号）第 2 条第 1 項に規定する中小企業者のう

ち、以下の条件を全て満たしている企業が対象です。 

（１）区内に本社又は主たる事業所を有する中小企業 

（２）区内に事業主の住所がある個人事業者 

（３）区内で引き続き１年以上事業を営んでいること 

（４）直近の法人都民税（個人事業者の場合は特別区民税）を滞納していないこと 

※補助対象者の業種に要件はありません。ものづくり事業者以外も対象となります。 

 

４ 補助金限度額及び補助率 

助成対象経費の４分の３以内とし、最大１００万円 

※補助金額が 5 万円未満のものは対象外です。 

※消費税は対象外です。 

※1,000 円未満は切り捨てです。 

 

５ 事業の流れ（概略） 

  ※詳細については、「９ 申請方法」をご確認ください。 

 

 

 

 

 

※制度利用承認メールの送付によって、補助金の交付を確約するものではありません。 

（申） 

事前 
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【要見積】 
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６ 補助対象経費 

経費区分  補助対象経費 補助対象とならない経費の例 

(1) ソフトウェア 

費用 

※有償、無償にかか

わらず、システム

構築に必要なソ

フトウェアの導

入を必須とする。 

ア 労働生産性の向上のため

に直接必要な新たなソフト

ウェアの購入・利用に要す

る経費 

イ 補助対象期間に実施する

ソフトウェアの運用・保

守・サポートに要する経費 

ウ ソフトウェアのカスタマ

イズ・設定について、外部

の事業者に依頼する場合に

要する経費 

エ 労働生産性の向上のため

に直接必要な新たなシステ

ムの構築・改修（設計・開

発）に要する経費 

パッケージソフト、新しく構

築されたソフト、カスタマイ

ズしたソフトを問わないこと

とする。 

 

・自社製作ソフトウェアの開発に要する

人件費 

・通信費（携帯電話通話料⾦、Wi-Fi ⽉

額料⾦、インターネット回線・プロバイ

ダー料⾦等） 

・従量課金方式（サービスの利用量に応

じて請求料金が変化する課金方式）の経

費 

・Word・Excel・PowerPoint、セキ

ュリティ対策、ウイルス対策、PDF 編

集用ソフトウェア等、汎用性が高いと認

められるもの 

・すでに導入しているソフトウェアの更

新料、追加購入分のライセンス費用、プ

ラン変更 

・ホームページ作成費用 

(2)データ収集等に

係る機器費用  

 

データ収集、送受信、利活用

のための機器費用（各種セン

サー類、監視カメラ、GPS、

Wi-Fi 等の無線機器、サーバ

ー）及び初期設定費用（工事

費を除く） 

※適切な機能・スペックの設

備を選定すること。 

・パソコン、タブレット、スマートフォ

ン、スマートウォッチ等の汎用性がある

機器 

・防犯用の監視カメラ 

・設置工事、配線工事に係る経費 

・キャッシュレス決済端末 

・各種ロボット 

 

(3)クラウド費用  

 

ア 労働生産性の向上のため

に直接必要なクラウドサー

ビスの利用費用 

イ 補助対象期間に実施する

クラウドサービスの運用・

サポートに要する経費  

ウ クラウドサービスの初期

設定について、外部の事業

者等に依頼する場合に要す

る経費 

※契約期間が補助対象期間を

・EC サイト、ホームページの作成や利

用に係る経費 

・その他広告宣伝費と判断される経費 
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超える場合は、按分で補助対

象期間分を算出すること。 

(4)リース料  

 

上記(1)、(2)又は(3)をリース

契約に基づいて支払うリース

料  

※導入初年度かつ、補助対象

期間内の費用のみ対象とす

る。補助対象期間を超える分

の費用が含まれる場合には按

分する。 

※内訳で対象経費を明らかに

すること。 

  

(５)専門家経費  

 

IT・IoT の導入又は活用方法

を実証するため、外部事業者

（専門家）等から技術指導を

受ける場合に要する謝金又は

委託費  

 

 

(６)その他 

 

技術の進展等により（1）か

ら（5）までに含まれていな

いが、対象とすることが補助

対象事業者の「労働生産性の

向上」等に資すると考えられ、

区長が補助対象として適当で

あると認めるもの  

・消費税、収⼊印紙代、振込⼿数料、保

険料等の間接経費 

・個人間売買等で、補助対象経費の支払

い及び内容を確認するための書面が提

出できない経費 

・⾃社製品の購⼊に係る経費、⾃社で内

製する場合の経費 

・購⼊時、ポイントカード等を利用して

支払ったポイント分の経費 

・補助対象経費の支払先が、補助対象事

業者の役員または役員の属する企業等

であるもの 

・汎用性が高いと認められるもの 

・公的資⾦の⽤途として社会通念上、不

適切と認められる経費 

 

【補助対象経費の例】 

〇クラウドを活用した販売管理システムや顧客管理システムの導入 

〇センサーや IoT ツール等を導入した生産性や不良率の見える化 

〇AI や画像認識の技術を利用した自働化、効率化  など 

※法人の場合は、クレジットカード等でお支払いの際、法人カード（社名の併記がある又

は利用明細に社名の記載があるカード）でお支払いください。 

 代表者個人のクレジットカード等で支払った経費は対象外となります。 
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７ 補助件数  

10 件程度 

 

８ 補助対象期間  

２０２６年４月１日から２０２７年２月２６日まで 

 

９ 申請方法  

１．事前相談 WEB 申込【要見積】 

※事前相談の際にご提示いただく取組内容のわかる資料及び見積書のご用意が完了してから

お申し込みください。 

4 月 1 日から事前相談の申し込みを受け付けます。 

下記の北区ホームページ URL にアクセスし、申し込みフォームに必要事項を入力のうえ、お

申し込みください。 

※ＵＲＬ 

https://www.city.kita.lg.jp/business/industry/1011356/1011509/1011519.ht

ml 

 

※制度のご利用には事前相談が必須です。当区にて相談員の直近のスケジュールを確認し、

追ってご連絡します。 

 

 

２．事前相談  

導入予定のシステムついて、IT・IoT 相談員に内容をご説明いただきます。 

取組内容のわかる資料及び見積書をご持参のうえ、産業振興課窓口（北とぴあ 11 階）にご

来所ください。 

実施内容が当制度の趣旨に沿うものかを初期的に判断させて頂き、趣旨に合致すると判断で

きた場合に、制度利用承認メールを送付します。 

（制度利用承認メールにて、申請書類のご提出時に活用できる申請フォームの URL も送付し

ますのでご確認ください。） 

 

※事前相談及び制度利用承認メールの送付によって、補助金の交付を確約するものではあり

ません。補助金の交付については取り組みの実施及び経費の支払い後に提出頂く申請書類

にて事後の書類審査を行い、決定します。  

 

 

３．システム導入・支払  

補助を受けようとする IT・IoT 等のシステムを導入し、申請書類提出期限までに経費の支払

いを行ってください。 
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４．申請書類の提出  

以下の書類を全て揃えたうえで、郵送又は直接窓口（北とぴあ 11 階）でご提出ください。 

制度利用承認メールにて共有した申請フォームの URL から、申請書類一式をご提出いただく

ことも可能です。 

（１）一号様式（交付申請書・別紙） 

様式データは北区ホームページからダウンロードできます。 

（２）企業概要 

（例）会社案内、パンフレット、自社 HP の会社概要を印刷したものなど 

（３）導入した IT・IoT 等の概要 

（例）パンフレット、IT・IoT 等の内容がわかる HP を印刷したものなど 

（４）コンサルタントに委託する場合は契約書の写し等 

（５）直近の法人都民税(個人事業主の場合は特別区民税・都民税)の納付が確認できる納税証

明書 

※領収証書は不可（個人事業主の場合は納税証明書、又は非課税証明書） 

（６）補助対象経費の支出明細書及び支払いが確認できるもの 

（例）領収書、銀行振込明細書など（写し可） 

 

※提出書類について（郵送又は持参の場合） 

〇書類はＡ４サイズ、普通紙、片面印刷でご提出ください。 

〇書類の向きは極力縦でお願いいたします。 

〇ホッチキス止めはしないでください（クリップ止めは可）。 

〇経費の確認書類等が複数にわたる場合は、それぞれの書類等に番号を振り、必要に応じて

別途明細書を作成する等、わかりやすい書類をご作成ください。 

〇提出書類（添付書類も含む）は、採択の可否にかかわらず返却いたしません。 

※申請フォームをご活用いただいた場合にも、書類のサイズや向き、複数にわたる場合の対

応については、上記と同様にお願いいたします。 

 

※提出期限 

２０２７年２月２６日必着 期限厳守 

例年、書類に不備等が見受けられますので、提出期限を待たず、お早目に提出をいただき

ますようお願い申し上げます。 

※提出期限までに申請書類のご提出がない場合、または、申請書類に不備があり提出期限ま

でに必要な訂正・修正等が完了しない場合、補助金を不交付とすることがありますのでご

注意ください。 

※同一の補助対象者に対する補助金の交付は、同一年度内に 1 回に限ります。 

 

１０ 決定の取消し及び補助金の返還 

区長は、補助金の交付を受けた事業者が、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受

けたときは、東京都北区ＩＴ・ＩｏＴ導入チャレンジ支援事業補助金交付決定取消通知書（別

記第５号様式）により補助金決定額の全部又は一部を取り消し、補助金の全部又は一部の返

還を命ずることができます。 


